
職員１人あたり支給年額

１６３千円

支 給 総 額

８３，３５６千円

内 容

■配偶者 １４，０００円

■配偶者以外の２人目まで（１人につき） ６，０００円

（配偶者がない場合、１人目は１１，０００円）

■その他（１人につき） ５，０００円

■満１６歳から２２歳までの子の加算 ５，０００円

■借家の場合（家賃の額が１２，０００円を超える場合に限る）
家賃の額に応じて２７，０００円を限度に支給

■自宅の場合 １，０００円（ただし取得後５年間は２，５００円）

（通勤距離が２km以上の職員に限る）
■交通機関利用限度額 ５０，０００円

■交通用具使用限度額 １８，５００円

区 分

扶養手当

住居手当

通勤手当

■職員全体に占める支給対象職員の割合 ３０．９％
■支給対象職員１人当たり支給年額 １３千円
■手当の種類 賦課徴収手当、社会福祉手当など２７種類

定 年 等

６２．７カ月分

２８．８７５カ月分

５４．４５カ月分

６２．７カ月分

２８，１１０千円

自 己 都 合

６０．０カ月分

２１．０カ月分

４１．２５カ月分

４７．５カ月分

２，４１８千円

最 高 限 度

勤 続 ２０ 年

勤 続 ３０ 年

勤 続 ３５ 年
１人あたりの平均
支給額（１４年度）

勤 勉 手 当

０．７カ月分

０．７カ月分

１．４０カ月分

期 末 手 当

１．５５カ月分

１．７０カ月分

３．２５カ月分

６ 月 期

１２ 月 期

計

対 前 年 比 較
主 な 理 由

専任運転技師の
廃止

退職不補充

秋田県観光課に職
員派遣のため増員

事務内容見直しに
より減員

退職不補充

退職不補充

事務内容見直しに
より減員
高齢者担当職員を
業務増により増員
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計画減員数（人）

実 減 員 数（人）

職 員 数（人）

期末・勤勉手当

退 職 手 当

減員の主な要因

支給割合は、国と同率です。また、国と同じく職制上
の段階、職務の級により加算措置を設けています。

退職手当は、退職したときの給料の月額に、退職事由及
び勤続年数に一定の支給割合を乗じて支給されます。支
給割合は、平成１５年４月１日現在の率です。なお、本市は
秋田県市町村総合事務組合に加入していて、支給割合は
その組合の条例に基づいていますが、国と同率です。

定員適正化計画

（平成１５年４月１日現在）

これまでの減員数と今後の計画

職員数の減員の主な要因は平成９年度から清掃業務
等を「大館周辺広域市町村圏組合」で管理したことや、
平成１０年度に養護老人ホームの管理運営を「大館市社
会福祉事業団」に委託したこと、また庁内の電算化の
推進及び業務内容の見直しによる機構改正で職員の配
置転換と退職不補充を実施したことが主な要因として
挙げられます。これらにより１５年度当初までに一般行
政部門の職員は、平成７年度当初と比較して広域派遣
職員１７人を除くと実質４２人減ったことになります。今
後も機構改正の一層の推進、高齢者を含む雇用の創出、
さらに合併等を考慮しながら、より効率的な組織とな
るよう改善に努めます。

「定員適正化計画」とは、本市が市民から求められ
ている行政サービスの質を低下させることなく、効率
的な行政運営を行い、定員の適正化に努めるため推進
している計画です。対象となるのは一般行政部門の職
員で、別表『定員の状況』の一般行政部門小計欄が実職
員数となります。計画の具体的な施策としては、施設
管理業務の委託化、職員の能力向上、業務内容の見直し
等による組織機構の改善などにより、職員数の適性化
を図っていくものです。計画は平成７年度から始まっ
ており、次の表のとおりの進行状況となっています。

定員の状況 （各年４月１日現在）

職員手当の月額

特殊勤務手当の状況 （１４年度普通会計決算）

時間外勤務手当 （１４年度普通会計決算）

（扶養手当、住居手当、通勤手当）
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